
 

 議案説明資料                 
 

条例改正概要・新旧対照表 ほか 

 

議案第１号 ・・・ P1～P7  

富士見町個人情報保護条例の一部を改正する条例 

（改正概要・新旧対照表） 

 

議案第２号 ・・・ P8～P10  

  富士見町税条例の一部を改正する条例 

（改正概要・新旧対照表） 

 

議案第３号 ・・・ P11～P21   

  富士見町国民健康保険条例の一部を改正する条例 

（改正概要・新旧対照表） 

 

議案第４号 ・・・ P22～P28   

  富士見町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例 

（改正概要・新旧対照表） 

 

議案第５号 ・・・ P29～P30  

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律第１０条 

第１項の規定に基づく準則を定める条例の一部を改正する条例 

（改正概要・新旧対照表） 

 

議案第６号 ・・・ P31～P33  

富士見町企業立地の促進等のための固定資産税の課税の特例に関する条例の一部を改正す

る条例 

（改正概要・新旧対照表） 

 

議案第７号 ・・・ P34～P39   

  富士見町商業振興条例の一部を改正する条例 

（改正概要・新旧対照表） 

 

第 496回 平成 30年 3月定例会 



 

 

 

 

議案第８号 ・・・ P40～P46  

富士見町工業振興条例の一部を改正する条例 

（改正概要・新旧対照表） 

 

議案第９号 ・・・ P47～P51  

  富士見町体育施設等の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

（改正概要・新旧対照表） 

 

議案第１０号 ・・・ P52～P55   

  富士見町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

（改正概要・新旧対照表） 

 

議案第１１号 ・・・ P56～P57  

  長野県町村公平委員会共同設置規約の変更について 

（変更理由・新旧対照表） 

 

議案第１２号 ・・・ P58～P62  

  町道の路線の一部廃止について 

（廃止理由・説明図） 

 

議案第１３号 ～ 議案第１９号 

平成２９年度 各会計補正予算について 

（議案集：各補正予算 歳入歳出予算事項別明細書をご覧ください） 

 

議案第２０号 ～ 議案第２６号 

平成３０年度 各会計予算について 

（別冊：平成３０年度 各会計予算書をご覧ください） 

 

 



富士見町個人情報保護条例の一部を改正する条例の概要 

 

平成３０年３月 総務課 

 

１．改正の趣旨 

個人情報保護法等改正法（平成 27 年法律第 65 号）及び行政機関個人情報保護法等

改正法（平成 28 年法律第 51 号）の施行を踏まえた地方公共団体が制定する個人情報

保護条例の改正を行うものです。現行の個人情報保護法に規定する「個人情報」の定

義については、「事業者から「個人情報についての法解釈の曖昧さ」を理由に利活用を

躊躇せざるを得ないとの指摘等がなされ、また、情報通信技術の発展に伴い用いられ

るようになった多種多様な情報が個人情報に該当するのかどうか分かりにくいという

事態も生じていた」ことから、個人情報保護法等改正法による個人情報保護法の改正

では、顔識別データ、指紋識別データ、旅券番号、基礎年金番号、個人番号等を「個

人識別符号」として定義しこれが含まれる情報は「個人情報」に該当することとなり

ました。 

また、これまで、個人情報保護法においては、人種、思想・信条、社会的身分等に

関する情報（以下「センシティブ情報」といいます。）については類型的に定義するこ

とには困難が伴う等の理由から、センシティブ情報を類型化して規定することはせず、

センシティブ情報の取扱いについては、個人情報保護法上特に明確ではありませんで

した。 

この個人情報保護法等改正法では、「本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の

経歴、犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利

益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして政令で定める記述等が

含まれる個人情報」を「要配慮個人情報」として定義し、本人の同意を得ないで取得

することを原則禁止とする等、その取扱いに関する規定が新たに設けられました。 

 

２．改正の主な内容 

（１）「個人情報」、「要配慮個人情報」等の定義の明確化  

（２）第７条内の「個人情報取扱事務の届出」に「要配慮個人情報」を加えました。 

 

 ３．施行期日 

  この条例は、公布の日から施行する。 

 



 

富士見町個人情報保護条例(平成12年富士見町条例第7号)新旧対照表 

現行 改正後（案） 

(定義) (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 個人情報 個人に関する情報で、特定の個人が識別され、又は識

別され得るものをいう。ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 事業を営む個人の当該事業に関する情報に含まれる当該個人に

関する情報 

(2) 個人情報 個人に関する情報で、次のいずれかに該当するもの   

             をいう。ただし、事業を営む個人の当該事業に関する

情報に含まれる当該個人に関する情報及び法人その他の団体に関す

る情報に含まれる当該法人その他の団体の役員に関する情報を除

く。 

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等(文書、図画

若しくは電磁的記録(電磁的方式(電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識することができない方式をいう。)で作られ

る記録をいう。以下同じ。)に記載され、若しくは記録され、又は

音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項(個人識別符

号(行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律(平成15年法

律第58号)第2条第3項に規定する個人識別符号をいう。以下同じ。)

を除く。)をいう。以下同じ。)により特定の個人を識別することが

できるもの(他の情報と照合することができ、それにより特定の個

人を識別することができることとなるものを含む。) 

イ 法人その他の団体に関する情報に含まれる当該法人その他の団 イ 個人識別符号が含まれるもの 



 

体の役員に関する情報 

 (3) 要配慮個人情報 本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の

経歴、犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、

偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要す

るものとして実施機関が定める記述等が含まれる個人情報をいう。 

(3) （略） (4) （略） 

(4) （略） (5) （略） 

(5) 情報提供等記録 番号法第23条第1項及び第2項                

                                                            

   に規定する記録に記録された特定個人情報をいう。 

(6) 情報提供等記録 番号法第23条第1項及び第2項(これらの規定を

番号法第26条において準用する場合を含む。第23条の2において同

じ。)に規定する記録に記録された特定個人情報をいう。 

(6) （略） (7) （略） 

(7) （略） (8) （略） 

(8) 行政文書 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、

図画、写真、フィルム、(マイクロフィルムを含む。)及び電磁的記録

(電子的方式、電磁的方式その他人の知覚によつて認識することがで

きない方式で作られた記録をいう。以下同じ)であつて、当該実施機

関が管理しているものをいう。 

(9) 行政文書 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、

図画、写真、フィルム(マイクロフィルムを含む  。)及び電磁的記録

                                                            

                                          であつて、当該実施

機関が管理しているものをいう。 

(収集の制限) (収集の制限) 

第6条 （略） 第6条 （略） 

2 実施機関は、次に掲げる事項に関する情報                        

                                                      を収集し

てはならない。ただし、法令に定めがあるとき又は富士見町情報公開

2 実施機関は、要配慮個人情報(本人の信条、社会的身分、犯罪の経歴及

び犯罪により害を被った事実が含まれる個人情報に限る。)を収集して

はならない。ただし、法令に定めがあるとき又は富士見町情報公開条



 

条例(平成11年富士見町条例第1号)第16条に規定する富士見町行政文書

開示・個人情報保護審査会(以下「審査会」という。)の意見を聴いて正

当な行政執行のために必要があると認めたときはこの限りでない。 

例(平成11年富士見町条例第1号)第16条に規定する富士見町行政文書開

示・個人情報保護審査会(以下「審査会」という。)の意見を聴いて正当

な行政執行のために必要があると認めたときはこの限りでない。 

(1) 思想、信条及び宗教に関する事項  

(2) 社会的差別の原因となる事実に関する事項  

(3) 犯罪に関する事項  

3 （略） 3 （略） 

(個人情報取扱事務の届出) (個人情報取扱事務の届出) 

第7条 実施機関は、個人情報取扱事務を開始しようとするときは、あら

かじめ次に掲げる事項を町長に届け出なければならない。 

第7条 実施機関は、個人情報取扱事務を開始しようとするときは、あら

かじめ次に掲げる事項を町長に届け出なければならない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

 (5) 個人情報に要配慮個人情報が含まれるときは、その旨 

(5) （略） (6) （略） 

2～4 （略） 2～4 （略） 

(特定個人情報ファイルの保有等に関する事前通知) (特定個人情報ファイルの保有等に関する事前通知) 

第7条の3 実施機関は、特定個人情報ファイルを保有しようとするとき

は、あらかじめ、審査会に対し、次に掲げる事項を通知しなければな

らない。通知した事項を変更しようとするときも、同様とする。 

第7条の3 実施機関は、特定個人情報ファイルを保有しようとするとき

は、あらかじめ、審査会に対し、次に掲げる事項を通知しなければな

らない。通知した事項を変更しようとするときも、同様とする。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

 (6) 記録情報に要配慮個人情報が含まれるときは、その旨 

(6) （略） (7) （略） 

(7) （略） (8) （略） 



 

(8) （略） (9) （略） 

(9) （略） (10) （略） 

(10) （略） (11) （略） 

2 前項の規定は、次に掲げる特定個人情報ファイルについては、適用し

ない。 

2 前項の規定は、次に掲げる特定個人情報ファイルについては、適用し

ない。 

(1)～(9) （略） (1)～(9) （略） 

(10) 第2条第3号イに係る特定個人情報ファイル (10) 第2条第4号イに係る特定個人情報ファイル 

3 （略） 3 （略） 

(特定個人情報ファイル簿の作成及び公表) (特定個人情報ファイル簿の作成及び公表) 

第7条の4 実施機関は、実施機関が定めるところにより、当該実施機関

が保有している特定個人情報ファイルについて、それぞれ前条第1項第

1号から第6号まで、第8号及び第9号 に掲げる事項その他実施機関が定

める事項を記載した帳簿(第3項において「特定個人情報ファイル簿」と

いう。)を作成し、公表しなければならない。 

第7条の4 実施機関は、実施機関が定めるところにより、当該実施機関

が保有している特定個人情報ファイルについて、それぞれ前条第1項第

1号から第7号まで、第9号及び第10号に掲げる事項その他実施機関が定

める事項を記載した帳簿(第3項において「特定個人情報ファイル簿」と

いう。)を作成し、公表しなければならない。 

2 （略） 2 （略） 

3 第1項の規定にかかわらず、実施機関は、記録項目の一部若しくは前

条第1項第5号若しくは第6号に掲げる事項を特定個人情報ファイル簿

に記載し、又は特定個人情報ファイルを特定個人情報ファイル簿に掲

載することにより、利用目的に係る事務の性質上、当該事務の適正な

遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときは、その記録項

目の一部若しくは事項を記載せず、又はその特定個人情報ファイルを

特定個人情報ファイル簿に掲載しないことができる。 

3 第1項の規定にかかわらず、実施機関は、記録項目の一部若しくは前

条第1項第5号若しくは第7号に掲げる事項を特定個人情報ファイル簿

に記載し、又は特定個人情報ファイルを特定個人情報ファイル簿に掲

載することにより、利用目的に係る事務の性質上、当該事務の適正な

遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときは、その記録項

目の一部若しくは事項を記載せず、又はその特定個人情報ファイルを

特定個人情報ファイル簿に掲載しないことができる。 



 

(情報提供等記録の提供先等への通知) (情報提供等記録の提供先等への通知) 

第23条の2 実施機関は、訂正をすることの決定に基づく情報提供等記録

の訂正の実施をした場合において、必要があると認めるときは、総務

大臣及び番号法第19条第7号に規定する情報照会者又は    情報提供

者                                                            

               (当該訂正に係る番号法第23条第1項及び第2項に規定

する記録に記録された者であって、当該実施機関以外のものに限る。)

に対し、遅滞なく、その旨を書面により通知するものとする。 

第23条の2 実施機関は、訂正をすることの決定に基づく情報提供等記録

の訂正の実施をした場合において、必要があると認めるときは、総務

大臣及び番号法第19条第7号に規定する情報照会者若しくは情報提供

者又は同条第8号に規定する条例事務関係情報照会者若しくは条例事

務関係情報提供者(当該訂正に係る番号法第23条第1項及び第2項に規

定する記録に記録された者であって、当該実施機関以外のものに限る。)

に対し、遅滞なく、その旨を書面により通知するものとする。 

第34条 実施機関の職員若しくは職員であった者又は第11条第2項に規

定する受託者等が行う業務に従事している者若しくは従事していた者

が正当な理由なく、個人の秘密に属する事項が記録された第2条第1項

第4号に係る個人情報ファイル(その全部又は一部を複製し、又は加工し

たものを含む。)を提供したときは、2年以下の懲役又は100万円以下の

罰金に処する。 

第34条 実施機関の職員若しくは職員であった者又は第11条第2項に規

定する受託者等が行う業務に従事している者若しくは従事していた者

が正当な理由なく、個人の秘密に属する事項が記録された第2条第4号

ア   に係る個人情報ファイル(その全部又は一部を複製し、又は加工し

たものを含む。)を提供したときは、2年以下の懲役又は100万円以下の

罰金に処する。 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の際現に改正後の富士見町個人情報保護条例(以下

「改正後条例」という。)第 2条第 1号に規定する実施機関が保有し

ている個人情報であって、改正後条例第 2条第 3号に規定する要配



 

慮個人情報を含むものについての改正後条例第 7条第 1項の規定の

適用については、同項中「開始しようとするときは、あらかじめ」

とあるのは、「現に行っているときは、富士見町個人情報保護条例

の一部を改正する条例（平成 30年富士見町条例 号）の施行後遅滞

なく」とする。 

3 この条例の施行の際現に改正後条例第2条第1号に規定する実施機

関が保有している改正後条例第 2条第 7号に規定する特定個人情報

ファイルであって、改正後条例第 7条の 3第 1項第 5号に規定する

記録情報に改正後条例第 2条第 3号に規定する要配慮個人情報を含

むものについての改正後条例第 7条の 3第 1項の規定の適用につい

ては、同項中「保有しようとするときは、あらかじめ」とあるのは、

「保有しているときは、富士見町個人情報保護条例の一部を改正す

る条例（平成 30年富士見町条例 号）の施行後遅滞なく」とする。 

 

 



富士見町税条例の一部を改正する条例の概要 

 

平成３０年３月 財務課 

 

 １．改正の趣旨 

公益社団法人及び公益財団法人又はこれに準ずるものの町民税減免について地方税

法の主旨に合わせて条例の一部を整備する。また、社会情勢の変化、施設形態・利用

形態の多様化に対応するため、入湯税の課税免除に学校の生徒による修学旅行及び合

宿訓練関連を新たに追加し、日帰り入湯に係る課税免除規定の明確化を図るため、条

例の一部を改正するもの。 

 

 ２．改正の内容 

  (1) 旧民法第３４条（公益法人の設立）に規定する社団又は財団を削除し、公益社団

法人及び公益財団法人又はこれに準ずるものを加える。 

(2) 入湯税の課税免除に学校教育法第１条に規定する学校及びこれらに類する学校

の生徒で教員の引率による修学旅行及び合宿訓練において入湯する者を新たに加え

る。 

(3)  入湯税の課税免除に入湯しようとする者が支払うべき料金が 1,000 円(消費税額

及び地方消費税額に相当する額を除く。)以下である施設において宿泊を伴わない

で入湯する者を新たに加える。 

(4) 入湯税の税率を宿泊を伴う入湯と宿泊を伴わない入湯に分け明確化を図る。 

 

３．施行日 

  この規則は平成 30年 4月 1日から施行する。 

   

  



 

富士見町税条例(昭和30年富士見町条例第42号)新旧対照表 

現行 改正後（案） 

(町民税の減免) (町民税の減免) 

第51条 町長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち、収益事業を

行う法人を除き、町長において必要があると認めるものに対し町民税

を減免する。 

第51条 町長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち      

       、町長において必要があると認めるものに対し町民税

を減免する。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 公益社団法人及び公益財団法人                     (4) 公益社団法人及び公益財団法人又はこれに準ずるもの 

(5) 民法(明治29年法律第89号)第34条の公益法人又はこれに準ずるも

の 

 

(6) （略） (5) （略） 

2～4 （略） 2～4 （略） 

(入湯税の課税免除) (入湯税の課税免除) 

第142条 次に掲げる者に対しては入湯税を課さない。 第142条 次に掲げる者に対しては入湯税を課さない。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

 (4) 学校教育法第1条に規定する学校及びこれらに類する学校の生徒

で教員の引率による修学旅行及び合宿訓練において入湯する者 

 (5) 入湯しようとする者が支払うべき料金が1,000円(消費税額及び地

方消費税額に相当する額を除く。)以下である施設において宿泊を伴

わないで入湯する者 

 



 

(入湯税の税率) (入湯税の税率) 

第143条 入湯税の税率は、入湯客1人1日について、150円とする       

                                                              

                 。 

第143条 入湯税の税率は、次の各号に掲げる区分に応じ、入湯客1人1

日(第1号の場合にあっては、1泊をもって1日とする。)につき、当該各

号に掲げる額とする。 

 (1) 宿泊を伴う入湯 150円 

 (2) 宿泊を伴わない入湯 50円 

 

   附 則 

 この条例は、平成30年4月1日より施行する。 

 



 

富士見町国民健康保険条例の一部を改正する条例の概要 

 

平成３０年３月 住民福祉課 

 

平成 30年 4月 1日施行の、持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法

等の一部を改正する法律（平成 27 年法律第 31 号）及び、国民健康保険法施行令の一部

を改正する政令に伴い、富士見町国民健康保険条例(昭和 34年富士見町条例第 4号)の一

部を改正する。 

 

１．改正の趣旨 

「平成 30年度税制改正の大綱」（平成 29年 12月 22日閣議決定）において、国民健康

保険税の課税限度額を引き上げるとともに、国民健康保険税の軽減措置について、５割

軽減及び２割軽減の対象世帯に係る所得判定基準を改正することとされたことに伴い、

国民健康保険料についても同様の措置を講ずるため、国民健康保険法施行令（昭和 33年

政令第 362号）の一部を改正するものであること。 

※国民健康保険法施行令の一部を改正する政令 

（平成 29年政令第 3号。）H29.1.18公布（平成 30年政令第 27号。）H30.1.31公布 

 

２．改正の内容 

１ 平成 30年 4月からの国民健康保険の制度改正に伴い、都道府県も市町村とともに

国保運営を担うことになります。主に長野県が財政運営の責任主体となり、県内国

保の運営方針等を策定する国民健康保険事業の運営に関する協議会を県が設置する

ことで、各市町村はそれぞれの市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会と

なります。 

また、長野県へ国民健康保険事業費納付金として納付するため、市町村の保険料

の賦課に関する基準を改正することとしたこと。 

２ 国民健康保険の保険料の基礎賦課額に係る賦課限度額を 54 万円から 58 万円に引

き上げることとしたこと。 

３ 低所得者に対し被保険者均等割額及び世帯別平等割額を軽減する所得判定基準に

ついて、５割軽減の基準については被保険者数に乗ずる金額を 27 万円から 27 万 5

千円に、２割軽減の基準については被保険者数に乗ずる金額を 49 万円から 50 万円

に引き上げることとしたこと。 

４ 高額療養費制度及び高額介護合算療養費制度において、自己負担限度額が低く設

定される低所得世帯の判定基準のうち、倒産、雇止め等により非自発的な離職をし

た特例対象被保険者等の属する世帯を対象に設定している判定基準の特例について、

３に準じた所要の改正を行うこととしたこと。 



 

３．施行期日 

この条例は、平成 30年 4月 1日から施行する。 

この条例による改正後の第 6章（保険料）の規定は、平成 30年度以後の年度分の保険

料について適用し、平成 29年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 



 

富士見町国民健康保険条例(昭和34年富士見町条例第4号)新旧対照表 

現行 改正後（案） 

目次 目次 

第1章 この町が行う国民健康保険      (第1条) 第1章 この町が行う国民健康保険の事務(第1条) 

第2章 国民健康保険運営協議会                  (第2条・第3条) 第2章 町の国民健康保険事業の運営に関する協議会(第2条・第3条) 

第1章 この町が行う国民健康保険       第1章 この町が行う国民健康保険の事務 

(この町が行う国民健康保険      ) (この町が行う国民健康保険の事務) 

第1条 この町が行う国民健康保険      については、法令に定が  ある

もののほか、この条例の定めるところによる。 

第1条 この町が行う国民健康保険の事務については、法令に定めがある

もののほか、この条例の定めるところによる。 

第2章 国民健康保険運営協議会                   第2章 町の国民健康保険事業の運営に関する協議会 

(国民健康保険運営協議会                  の委員の定数) (町の国民健康保険事業の運営に関する協議会の委員の定数) 

第2条 国民健康保険運営協議会                  (以下「協議会」とい

う。)の委員の定数は、次の各号に定めるところによる。 

第2条 町の国民健康保険事業の運営に関する協議会(以下「協議会」とい

う。)の委員の定数は、次の各号に定めるところによる。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(保険料の賦課額) (保険料の賦課額) 

第11条の2 保険料の賦課額は、被保険者である世帯主及びその世帯に属

する被保険者につき算定した基礎賦課額(国民健康保険法施行令(昭和3

3年政令第362号)第29条の7第1項     に規定する基礎賦課額をいう。

以下同じ。)及び後期高齢者支援金等賦課額(同項に規定する後期高齢者

支援金等賦課額                                   をいう。以下同

じ。)並びに介護納付金賦課被保険者(同項に規定する介護納付金賦課被

第11条の2 保険料の賦課額は、世帯主の                    世帯に属

する被保険者につき算定した基礎賦課額(国民健康保険法施行令(昭和3

3年政令第362号)第29条の7第1項第1号に規定する基礎賦課額をいう。

以下同じ。)及び後期高齢者支援金等賦課額(国民健康保険法施行令第2

9条の7第1項第2号に規定する後期高齢者支援金等賦課額をいう。以下

同じ。)並びに介護納付金賦課被保険者(国民健康保険法施行令第29条の



 

保険者                                   をいう。以下同じ。)につ

き算定した介護納付金賦課額(同項に規定する介護納付金賦課額      

                             をいう。以下同じ。)の合算額とする。 

7第1項第3号に規定する介護納付金賦課被保険者をいう。以下同じ。)

につき算定した介護納付金賦課額(国民健康保険法施行令第29条の7第

1項第3号に規定する介護納付金賦課額をいう。以下同じ。)の合算額と

する。 

(一般被保険者に係る基礎賦課総額) (一般被保険者に係る基礎賦課総額) 

第11条の3 保険料の賦課額のうち一般被保険者(法附則第7条第1項に規

定する退職被保険者等(以下「退職被保険者等」という。)以外の被保険

者をいう。以下同じ。)に係る基礎賦課額(第19条の規定により基礎賦課

額を減額するものとした場合にあつては、その減額することになる額

を含む。)の総額は、第1号に掲げる額の見込額から第2号に掲げる額の

見込額を控除した額を基準として算定した額とする。 

第11条の3 保険料の賦課額のうち一般被保険者(法附則第7条第1項に規

定する退職被保険者等(以下「退職被保険者等」という。)以外の被保険

者をいう。以下同じ。)に係る基礎賦課額(第19条の規定により基礎賦課

額を減額するものとした場合にあつては、その減額することになる額

を含む。)の総額は、第1号に掲げる額の見込額から第2号に掲げる額の

見込額を控除した額を基準として算定した額とする。 

(1) 当該年度における療養の給付に要する費用(一般被保険者に係る

ものに限る。)の額から当該給付に係る一部負担金に相当する額を控

除した額、入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養

費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養費及

び高額介護合算療養費の支給に要する費用(一般被保険者に係るもの

に限る。)の額、高齢者医療確保法の規定による前期高齢者納付金等

(以下「前期高齢者納付金等」という。)の納付に要する費用の額、保

健事業に要する費用の額、法第81条の2第1項第1号に掲げる交付金を

交付する事業に係る同条第2項の規定による拠出金(当該事業に関す

る事務の処理に要する費用に係るものを除く。)の納付に要する費用

の額、同条第1項第2号に掲げる交付金を交付する事業に係る同条第2

項の規定による拠出金(当該事業に関する事務の処理に要する費用に

(1) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

イ 療養の給付に要する費用(一般被保険者に係るものに限る。)の額

から当該給付に係る一部負担金に相当する額を控除した額並びに

入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養

費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養費及び高額

介護合算療養費の支給に要する費用(一般被保険者に係るものに限

る。)の額 

ロ 国民健康保険事業費納付金(法附則第22条の規定により読み替え

られた法第75条の7第1項の国民健康保険事業費納付金をいう。以

下この条において同じ。)の納付に要する費用(長野県が行う国民健

康保険の一般被保険者に係るものに限り、長野県の国民健康保険

に関する特別会計において負担する高齢者医療確保法の規定によ



 

係るものを除く。)の納付に要する費用の額の2分の1に相当する額並

びにその他の国民健康保険事業に要する費用(国民健康保険の事務

(前期高齢者納付金等、高齢者医療確保法の規定による後期高齢者支

援金等(以下「後期高齢者支援金等」という。)及び高齢者医療確保法

の規定による病床転換支援金等(以下「病床転換支援金等」という。)

並びに介護保険法(平成9年法律第123号)の規定による納付金(以下

「介護納付金」という。)の納付に関する事務を含む。次号において

同じ。)の執行に要する費用を除く。)の額(退職被保険者等に係る療

養の給付に要する費用の額から当該給付に係る一部負担金に相当す

る額を控除した額、退職被保険者等に係る入院時食事療養費、入院

時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別

療養費、移送費、高額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要す

る費用の額並びに後期高齢者支援金等、病床転換支援金等及び介護

納付金の納付に要する費用の額を除く。)の合算額から法附則第7条第

1項第2号に規定する調整対象基準額に同号に規定する退職被保険者

等所属割合(以下「退職被保険者等所属割合」という。)を乗じて得た

額を控除した額(高齢者医療確保法の規定による前期高齢者交付金が

ある場合には、これを控除した額) 

る後期高齢者支援金等(以下「後期高齢者支援金等」という。)、高

齢者医療確保法の規定による病床転換支援金等(以下「病床転換支

援金等」という。)及び介護保険法(平成9年法律第123号)の規定に

よる納付金(以下「介護納付金」という。)の納付に要する費用に充

てる部分を除く。)の額 

ハ 法第81条の2第4項の財政安定化基金拠出金の納付に要する費用

の額 

ニ 法第81条の2第9項第2号に規定する財政安定化基金事業借入金

の償還に要する費用の額 

ホ 保健事業に要する費用の額 

へ その他国民健康保険事業に要する費用(国民健康保険の事務の執

行に要する費用を除く。)の額(退職被保険者等に係る療養の給付に

要する費用の額から当該給付に係る一部負担金に相当する額を控

除した額並びに入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併

用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額

療養費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用の額並びに長

野県が行う国民健康保険の一般被保険者に係る国民健康保険事業

費納付金の納付に要する費用(長野県の国民健康保険に関する特別

会計において負担する後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等

並びに介護納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。)及び

退職被保険者等に係る国民健康保険事業費納付金の納付に要する

費用の額を除く。) 

(2) 当該年度における法第70条の規定による負担金(高齢者医療確保

法の規定による後期高齢者支援金等(以下「後期高齢者支援金」とい

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

イ 法第74条の規定による補助金の額 



 

う。)及び高齢者医療確保法の規定による病床転換支援金(以下「病床

転換支援金」という。)並びに介護納付金の納付に要する費用に係る

ものを除く。)、法第72条の規定による調整交付金(後期高齢者支援金

及び病床転換支援金並びに介護納付金の納付に要する費用に係るも

のを除く。)、法第72条の2の規定による都道府県調整交付金(後期高

齢者支援金及び病床転換支援金並びに介護納付金の納付に要する費

用に係るものを除く。)、法第72条の5の規定による負担金、法第74

条の規定による補助金、法第75条の規定による補助金(後期高齢者支

援金等及び病床転換支援金等並びに介護納付金の納付に要する費用

に係るものを除く。)及び貸付金(後期高齢者支援金等及び病床転換支

援金等並びに介護納付金の納付に要する費用に係るものを除く。)、

法第81条の2第1項の規定による交付金並びにその他の国民健康保険

事業に要する費用(国民健康保険の事務の執行に要する費用並びに後

期高齢者支援金等及び病床転換支援金等並びに介護納付金の納付に

要する費用を除く。)のための収入(法第72条の3第1項の規定による繰

入金及び法附則第7条第1項の規定による療養給付費等交付金(以下

「療養給付費等交付金」という。)を除く。)の額の合算額 

ロ 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定によ

り交付を受ける補助金(国民健康保険事業費納付金の納付に要する

費用(長野県の国民健康保険に関する特別会計において負担する後

期高齢者支援金等、病床転換支援金等及び介護納付金の納付に要

する費用に充てる部分に限る。以下このロにおいて同じ。)に係る

ものを除く。)及び同条の規定により貸し付けられる貸付金(国民健

康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものを除く。)の額 

ハ 法第75条の2第1項の国民健康保険保険給付費等交付金(ニにお

いて「国民健康保険保険給付費等交付金」という。)(退職被保険者

等の療養の給付等に要する費用(法附則第22条の規定により読み替

えられた法第70条第1項に規定する療養の給付等に要する費用を

いう。以下同じ。)に係るものを除く。)の額 

ニ その他国民健康保険事業に要する費用(国民健康保険の事務の執

行に要する費用を除く。)のための収入(法附則第9条第1項の規定に

より読み替えられた法第72条の3第1項の規定による繰入金及び国

民健康保険保険給付費等交付金(退職被保険者等の療養の給付等に

要する費用に係るものに限る。)を除く。)の額 

(基礎賦課限度額) (基礎賦課限度額) 

第15条の6 第12条又は第15条の2の基礎賦課額(一般被保険者と退職被

保険者等が同一の世帯に属する場合には、第12条の賦課額と第15条の2

の賦課額との合算額をいう。第18条及び第19条において同じ。)は、54

万円を超えることができない。 

第15条の6 第12条又は第15条の2の基礎賦課額(一般被保険者と退職被

保険者等が同一の世帯に属する場合には、第12条の賦課額と第15条の2

の賦課額との合算額をいう。第18条及び第19条において同じ。)は、58

万円を超えることができない。 

(一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額) (一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額) 



 

第15条の6の2 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る後期高齢者支

援金等賦課額(第19条の規定により後期高齢者支援金等賦課額を減額す

るものとした場合にあつては、その減額することになる額を含む。)の

総額(以下「後期高齢者支援金等賦課総額」という。)は、第1号に掲げ

る額の見込額から第2号に掲げる額の見込額を控除した額を基準とし

て算定した額とする。 

第15条の6の2 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る後期高齢者支

援金等賦課額(第19条の規定により後期高齢者支援金等賦課額を減額す

るものとした場合にあつては、その減額することになる額を含む。)の

総額(以下「後期高齢者支援金等賦課総額」という。)は、第1号に掲げ

る額の見込額から第2号に掲げる額の見込額を控除した額を基準とし

て算定した額とする。 

(1) 当該年度における後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等の納

付に要する費用の額から後期高齢者支援金及び病床転換支援金の額

に退職被保険者等所属割合を乗じて得た額を控除した額 

(1) 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用

(長野県の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期高齢

者支援金等及び病床転換支援金等の納付に要する費用に係る部分で

あって、長野県が行う国民健康保険の一般被保険者に係るものに限

る。次号において同じ。) 

(2) 当該年度における法第70条の規定による負担金(後期高齢者支援

金及び病床転換支援金の納付に要する費用に係るものに限る。)、法

第72条の規定による調整交付金(後期高齢者支援金及び病床転換支援

金の納付に要する費用に係るものに限る。)、法第72条の2の規定に

よる都道府県調整交付金(後期高齢者支援金及び病床転換支援金の納

付に要する費用に係るものに限る。)、法第75条の規定による補助金

(後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等の納付に要する費用に係

るものに限る。)及び貸付金(後期高齢者支援金等及び病床転換支援金

等の納付に要する費用に係るものに限る。)その他国民健康保険事業

に要する費用(後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等の納付に要

する費用(後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等の納付に関する

事務の執行に要する費用を除く。)に係るものに限る。)のための収入

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

イ 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定によ

り交付を受ける補助金(国民健康保険事業費納付金の納付に要する

費用に係るものに限る。)及び同条の規定により貸し付けられる貸

付金(国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに

限る。)の額 

ロ その他国民健康保険事業に要する費用(国民健康保険事業費納付

金の納付に要する費用に限る。)のための収入(法附則第9条第1項の

規定により読み替えられた法第72条の3第1項の規定による繰入金

を除く。)の額 



 

(法第72条の3第1項の規定による繰入金及び療養給付費等交付金を

除く。)の額の合算額 

(介護納付金賦課総額) (介護納付金賦課総額) 

第15条の7 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額(第19条の規定によ

り介護納付金賦課額を減額するものとした場合にあつては、その減額

することになる額を含む。)の総額(以下「介護納付金賦課総額」という。)

は、第1号に掲げる額の見込額から第2号に掲げる額の見込額を控除し

た額を基準として算定した額とする。 

第15条の7 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額(第19条の規定によ

り介護納付金賦課額を減額するものとした場合にあつては、その減額

することになる額を含む。)の総額(以下「介護納付金賦課総額」という。)

は、第1号に掲げる額の見込額から第2号に掲げる額の見込額を控除し

た額を基準として算定した額とする。 

(1) 当該年度における介護納付金の納付に要する費用の額 (1) 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用

(長野県の国民健康保険に関する特別会計において負担する介護納付

金の納付に要する費用に充てる部分に限る。次号において同じ。) 

(2) 当該年度における法第70条の規定による負担金(介護納付金の納

付に要する費用に係るものに限る。)、法第72条の規定による調整交

付金(介護納付金の納付に要する費用に係るものに限る。)、法第72

条の2の規定による都道府県調整交付金(介護納付金の納付に要する

費用に係るものに限る。)、法第75条の規定による補助金(介護納付金

の納付に要する費用に係るものに限る。)及び貸付金(介護納付金の納

付に要する費用に係るものに限る。)その他国民健康保険事業に要す

る費用(介護納付金の納付に要する費用(介護納付金の納付に関する

事務の執行に要する費用を除く。)に係るものに限る。)のための収入

(法第72条の3第1項の規定による繰入金を除く。)の額の合算額 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

イ 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定によ

り交付を受ける補助金(国民健康保険事業費納付金の納付に要する

費用に係るものに限る。)及び同条の規定により貸し付けられる貸

付金(国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに

限る。)の額 

ロ その他国民健康保険事業に要する費用(国民健康保険事業費納付

金の納付に要する費用に限る。)のための収入(法附則第9条第1項の

規定により読み替えられた法第72条の3第1項の規定による繰入金

を除く。)の額 

(保険料の減額) (保険料の減額) 

第19条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額 第19条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額



 

のうち基礎賦課額は、第12条又は第15条の2の基礎賦課額からそれぞれ

当該各号に定める額を減額して得た額(当該減額して得た額が54万円を

超える場合には54万円)とする。 

のうち基礎賦課額は、第12条又は第15条の2の基礎賦課額からそれぞれ

当該各号に定める額を減額して得た額(当該減額して得た額が58万円を

超える場合には58万円)とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区

分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条の2第2

項に掲げる金額に27万円   に当該年度の保険料の賦課期日(賦課期

日後に保険料の納付義務が発生した場合には、その発生した日とす

る。)現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所

属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額をこえない世帯に

係る保険料の納付義務者であつて前号に該当する者以外の者 

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区

分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条の2第2

項に掲げる金額に27万5千円に当該年度の保険料の賦課期日(賦課期

日後に保険料の納付義務が発生した場合には、その発生した日とす

る。)現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所

属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額をこえない世帯に

係る保険料の納付義務者であつて前号に該当する者以外の者 

アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基

礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じ

て得た額とイに掲げる額とを合算した額 

アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基

礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じ

て得た額とイに掲げる額とを合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に10分の

5を乗じて得た額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に10分の

5を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に10分の5

を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に10分の5

を乗じて得た額 

(3) 第1号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と

区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条の2第2

項に掲げる金額に49万円に当該年度の保険料賦課期日(賦課期日後に

保険料の納付義務が発生した場合にはその発生した日とする。)現在

において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数

(3) 第1号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と

区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条の2第2

項に掲げる金額に50万円に当該年度の保険料賦課期日(賦課期日後に

保険料の納付義務が発生した場合にはその発生した日とする。)現在

において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数



 

の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険

料の納付義務者であつて前2号に該当する者以外の者 

の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険

料の納付義務者であつて前2号に該当する者以外の者 

アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基

礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じ

て得た額とイに掲げる額とを合算した額 

アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基

礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じ

て得た額とイに掲げる額とを合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に10分の

2を乗じて得た額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に10分の

2を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に10分の2

を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に10分の2

を乗じて得た額 

2 （略） 2 （略） 

3 前2項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。

この場合において、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支

援金等賦課額」と、「第12条又は第15条の2」とあるのは「第15条の6

の3又は第15条の6の7」と、「54万円」とあるのは「19万円」と読み

替えるものとする。 

3 前2項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。

この場合において、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支

援金等賦課額」と、「第12条又は第15条の2」とあるのは「第15条の6

の3又は第15条の6の7」と、「58万円」とあるのは「19万円」と読み

替えるものとする。 

4 第1項から第3項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「介護納付

金賦課額」と、「第12条又は第15条の2」とあるのは「第15条の8」と、

「54万円」とあるのは「16万円」と読み替えるものとする。 

4 第1項から第3項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「介護納付

金賦課額」と、「第12条又は第15条の2」とあるのは「第15条の8」と、

「58万円」とあるのは「16万円」と読み替えるものとする。 

(特例対象被保険者等に係る届出) (特例対象被保険者等に係る届出) 

第24条の3 （略） 第24条の3 （略） 

2 前項の届出は      、特例対象被保険者等の雇用保険法施行規則(昭和 2 前項の届出に当たり、特例対象被保険者等の雇用保険法施行規則(昭和



 

50年労働省令第3号)第17条の2第1項第1号に規定する雇用保険受給資

格者証を提示して行わなければ                                な

らない。 

50年労働省令第3号)第17条の2第1項第1号に規定する雇用保険受給資

格者証の提示を求められた場合においては、これを提示しなければな

らない。 

 

  附 則 

 （施行期日） 

第1条 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 （経過措置） 

第2条 この条例による改正後の第6章の規定は、平成30年度以後の年

度分の保険料について適用し、平成29年度以前の年度分の保険料に

ついては、なお従前の例による。 

 

 

 

 



 

富士見町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例の概要 

 

平成３０年３月 住民福祉課 

 

平成 30年 4月 1日施行の、持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法

等の一部を改正する法律（平成 27 年法律第 31 号）及び、高齢者の医療の確保に関する

法律（昭和 57 年法律第 80 号）の一部改正に伴い、富士見町後期高齢者医療に関する条

例（平成 20年富士見町条例第 1号）の一部を改正する。 

 

 

１．改正の趣旨 

改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令（平成 29年政令第 258号）が

施行され、その事務の取扱いについては、「住所地特例の見直しに係る事務の取扱いにつ

いて」（平成 29年 12月 15日保高発 1215第１号）において示されたこと及び、高齢者の

医療の確保に関する法律の第 55条の 2の規定が新設されたことによるもの。 

 

 ２．改正の内容 

国保・後期の適用は住所地で行うことを原則としているが、施設等に入所し、住所が

移った者について、その施設所在地で適用を受けることとした場合、施設所在地の自治

体が保険者となり、その財政負担が過大となり得る。これを防ぐため、一定の施設等へ

の入所により他の広域連合から転入した者については、前住所地の広域連合が保険者と

なる特例（「住所地特例」）を設けている。 

しかしながら、同一制度内の保険者間異動（国保⇔国保、後期⇔後期）には適用され

るが、75歳到達等により国保から後期に加入する場合、適用されない。 

※ 国保加入中に住所地特例の対象施設に入所等した者が、75歳に到達した場合、入所前

の住所地市町村でなく、施設所在市町村の属する広域連合が保険者となる。 

後期高齢者医療制度加入時の住所地特例について、加入時に対象施設に入所等してい

ることにより、現に国保の住所地特例を受けている被保険者は、その入所等が継続する

間、前の住所地の広域連合が保険者となるように見直す。 

 

３．施行期日 

この条例は、平成 30年 4月 1日から施行する。 



 

富士見町後期高齢者医療に関する条例(平成20年富士見町条例第1号)新旧対照表 

現行 改正後（案） 

(保険料の徴収) (保険料の徴収) 

第3条 富土見町が保険料を徴収すべき被保険者は、次の各号に掲げる被

保険者とする。 

第3条 富土見町が保険料を徴収すべき被保険者は、次の各号に掲げる被

保険者とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 法第55条第1項                                             

 の規定の適用を受ける被保険者であつて、病院等(同項に規定する病

院等をいう。以下同じ。)に入院等(同項に規定する入院等をいう。以

下同じ。)をした際富士見町に住所を有していた被保険者 

(2) 法第55条第1項(法第55条の2第2項において準用する場合を含む。)

の規定の適用を受ける被保険者であつて、病院等(同項に規定する病

院等をいう。以下同じ。)に入院等(同項に規定する入院等をいう。以

下同じ。)をした際富士見町に住所を有していた被保険者 

(3) 法第55条第2項第1号                                        

      の規定の適用を受ける被保険者であつて、継続して入院等を

している2以上の病院等のうち最初の病院等に入院した際富士見町

に住所を有していた被保険者 

(3) 法第55条第2項第1号(法第55条の2第2項において準用する場合を

含む。)の規定の適用を受ける被保険者であつて、継続して入院等を

している2以上の病院等のうち最初の病院等に入院した際富士見町

に住所を有していた被保険者 

(4) 法第55条第2項第2号                                        

      の規定の適用を受ける被保険者であつて、最後に行つた同号

に規定する特定住所変更に係る同号に規定する継続入院等の際富士

見町に住所を有していた被保険者 

(4) 法第55条第2項第2号(法第55条の2第2項において準用する場合を

含む。)の規定の適用を受ける被保険者であつて、最後に行つた同号

に規定する特定住所変更に係る同号に規定する継続入院等の際富士

見町に住所を有していた被保険者 

 (5) 法第55条の2第1項の規定の適用を受ける被保険者であって、国民

健康保険法(昭和33年法律第192号)第116条の2第1項及び第2項の規

定の適用を受け、これらの規定により富士見町に住所を有するもの

とみなされた国民健康保険の被保険者であった被保険者 



 

2 （略） 2 （略） 

附 則 附 則 

(平成20年度における普通徴収に係る保険料の納期の特例) 

第2条 平成20年度における普通徴収の方法によつて徴収する保険料の

納期については、第4条第1項の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

第1期 7月1日から同月31日まで 

第2期 8月1日から同月31日まで 

第3期 9月1日から同月30日まで 

第4期 10月1日から同月31日まで 

第5期 11月1日から同月30日まで 

第6期 12月1日から同月31日まで 

第7期 1月1日から同月31日まで 

第8期 2月1日から同月28日まで(ただし、閏年は29日まで) 

第9期 3月1日から同月31日まで 

 

(平成21年度における普通徴収に係る保険料の納期の特例) 

第2条の2 平成21年度における普通徴収の方法によつて徴収する保険料

の納期については、第4条第1項の規定にかかわらず、次のとおりとす

る。 

第1期 7月1日から同月31日まで 

第2期 8月1日から同月31日まで 

第3期 9月1日から同月30日まで 

第4期 10月1日から同月31日まで 

第5期 11月1日から同月30日まで 

 



 

第6期 12月1日から同月31日まで 

第7期 1月1日から同月31日まで 

第8期 2月1日から同月28日まで(ただし、閏年は29日まで) 

第9期 3月1日から同月31日まで 

(平成22年度における普通徴収に係る保険料の納期の特例) 

第2条の3 平成22年度における普通徴収の方法によって徴収する保険料

の納期については、第4条第1項の規定にかかわらず、次のとおりとす

る。 

第1期 7月1日から同月31日まで 

第2期 8月1日から同月31日まで 

第3期 9月1日から同月30日まで 

第4期 10月1日から同月31日まで 

第5期 11月1日から同月30日まで 

第6期 12月1日から同月31日まで 

第7期 1月1日から同月31日まで 

第8期 2月1日から同月28日まで 

第9期 3月1日から同月31日まで 

 

(平成23年度における普通徴収に係る保険料の納期の特例) 

第2条の4 平成23年度における普通徴収の方法によって徴収する保険料

の納期については、第4条第1項の規定にかかわらず、次のとおりとす

る。 

第1期 7月1日から同月31日まで 

第2期 8月1日から同月31日まで 

 



 

第3期 9月1日から同月30日まで 

第4期 10月1日から同月31日まで 

第5期 11月1日から同月30日まで 

第6期 12月1日から同月25日まで 

第7期 1月1日から同月31日まで 

第8期 2月1日から同月末日まで 

第9期 3月1日から同月31日まで 

(平成24年度における普通徴収に係る保険料の納期の特例) 

第2条の5 平成24年度における普通徴収の方法によって徴収する保険料

の納期については、第4条第1項の規定にかかわらず、次のとおりとす

る。 

第1期 7月1日から同月31日まで 

第2期 8月1日から同月31日まで 

第3期 9月1日から同月30日まで 

第4期 10月1日から同月31日まで 

第5期 11月1日から同月30日まで 

第6期 12月1日から同月25日まで 

第7期 1月1日から同月31日まで 

第8期 2月1日から同月末日まで 

第9期 3月1日から同月31日まで 

 

(平成25年度における普通徴収に係る保険料の納期の特例) 

第2条の6 平成25年度における普通徴収の方法によって徴収する保険料

の納期については、第4条第1項の規定にかかわらず、次のとおりとす

 



 

る。 

第1期 7月1日から同月31日まで 

第2期 8月1日から同月31日まで 

第3期 9月1日から同月30日まで 

第4期 10月1日から同月31日まで 

第5期 11月1日から同月30日まで 

第6期 12月1日から同月25日まで 

第7期 1月1日から同月31日まで 

第8期 2月1日から同月末日まで 

第9期 3月1日から同月31日まで 

(平成20年度における被扶養者であつた被保険者に係る保険料の徴収の

特例) 

第3条 平成20年度における被扶養者であつた被保険者(法第99条第2項

に規定する被扶養者であつた被保険者をいう。以下同じ。)に係る普通

徴収の方法によつて徴収する保険料の納期は、第4条第1項に規定する

第7期以降の納期とする。 

2 平成20年度において、被扶養者であつた被保険者に係る普通徴収の方

法によつて徴収する保険料の納期について第4条第3項の規定を適用す

る場合においては、同項中「町長が別に定める」とあるのは、「10月1

日以後における町長が別に定める時期とする」とする。 

 

(延滞金及び還付加算金の割合の特例) (延滞金及び還付加算金の割合の特例) 

第4条 （略） 第2条 （略） 

(富士見町特別会計条例の一部改正) (富士見町特別会計条例の一部改正) 



 

第5条 （略） 第3条 （略） 

(富士見町手数料徴収条例の一部改正) (富士見町手数料徴収条例の一部改正) 

第6条 （略） 

 

 

 

 

 

 

第4条 （略） 

 

  附 則 

この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 



企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律 

第１０条第１項の規定に基づく準則を定める条例の一部を改正する条例の概要 

 

平成３０年３月 産業課 

 

１．改正の趣旨 

  平成 29 年 7 月より、「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性

化に関する法律（企業立地促進法）」の改正法として、「地域経済牽引事業の促進による地

域の成長発展の基盤強化に関する法律（地域未来投資促進法）」が施行された。それに伴

い、企業立地促進法に関係する条例の一部を改正する。 

 

２．改正の主な内容 

条例名、第 1条に引用されている法律名の変更 

 

３．施行期日 

 平成 30年 4月 1日 



 

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律第１０条第１項の規定に基づく準則を定める条例(平成21年富士見町条

例第12号)新旧対照表 

現行 改正後（案） 

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活

性化に関する法律第10条第1項の規定に基づく準則を定める条

例 

地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に

関する法律第9条第1項に基づく準則を定める条例 

(趣旨) (趣旨) 

第1条 この条例は企業立地の促進等による地域における産業集積の形

成及び活性化に関する法律(平成19年法律第40号)    第10条第1項の

規定に基づき、工場立地法(昭和34年法律第24号)第4条第1項の規定に

より公表された準則に代えて適用すべき準則を定めるものとする。 

第1条 この条例は地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基

盤強化に関する法律(平成29年法律第47号)第9条第1項第10条第1

項の規定に基づき、工場立地法(昭和34年法律第24号)第4条第1項

の規定により公表された準則に代えて適用すべき準則を定める

ものとする。 

 

附 則 

 この条例は、平成30年4月1日より施行する。 

 



富士見町企業立地の促進等のための固定資産税の課税の特例に関する条例の一部を

改正する条例の概要 

 

平成３０年３月 産業課 

 

１．改正の趣旨 

  平成 29年 7月より、「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活

性化に関する法律（企業立地促進法）」の改正法として、「地域経済牽引事業の促進に

よる地域の成長発展の基盤強化に関する法律（地域未来投資促進法）」が施行された。

それに伴い、企業立地促進法に関係する条例の一部を改正する。 

 

２．改正の主な内容 

（１）条例名の変更 

（２）「促進区域」、「地域経済牽引事業計画」の定義の明確化 

（３）促進区域における課税免除について条文化 

 

３．施行期日 

 平成 30年 4月 1日 



 

富士見町企業立地の促進等のための固定資産税の課税の特例に関する条例(平成28年富士見町条例第15号)新旧対照表 

現行 改正後（案） 

富士見町企業立地の促進等のための固定資産税の課税の特例

に関する条例 

富士見町地域経済牽引事業の促進等のための固定資産税の課

税の特例に関する条例 

(趣旨) (趣旨) 

第1条 この条例は、地方税法(昭和25年法律第226号)第6条の規定によ

り、企業立地の促進等のための固定資産税の課税の特例に関し必要な

事項を定めるものとする。 

第1条 この条例は、地方税法(昭和25年法律第226号)第6条の規定によ

り、地域経済牽引事業の促進等のための固定資産税の課税の特例に関

し必要な事項を定めるものとする。 

(定義) (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 同意集積区域 企業立地の促進等による地域における産業集積の

形成及び活性化に関する法律(平成19年法律第40号。以下「企業立地

促進法」という。)第9条第1項に規定する同意集積区域をいう。 

(2) 促進区域 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤

強化に関する法律（平成29年法律第47号。以下「地域未来投資促進

法」という。）第4条第2項に規定する促進区域をいう。 

 (3) 地域経済牽引事業計画 地域未来投資促進法第13条第1項に規定

する地域経済牽引事業計画をいう。 

  

(同意集積区域における課税免除) (促進区域における課税免除) 

第4条 同意集積区域内において、企業立地促進法第5条第5項の規定によ

る産業集積の形成又は産業集積の活性化に関する基本的な計画の同意

第4条 促進区域内において、地域未来投資促進法第13条第4号の規定に

より長野県知事から地域経済牽引事業計画の承認を受けているもの



 

の日(以下「同意日」という。)から起算して5年以内に、企業立地促進

法第15条第2項に規定する承認企業立地計画に従って企業立地の促進

等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律第20条

の地方公共団体等を定める省令(平成19年総務省令第94号。以下「企業

立地促進法省令」という。)第3条に規定する対象施設(以下「対象施設」

という。)を設置した者(企業立地促進法第5条第2項第6号に規定する指

定集積業種であって企業立地促進法省令第4条に規定する業種に属す

る事業を行う者に限る。)に対し、当該対象施設の用に供する家屋若し

くは構築物(当該対象施設の用に供する部分に限るものとし、事務所等

に係るものを除く。)又はこれらの敷地である土地(同意日以後に取得し

たものに限り、かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算

して1年以内に当該土地を敷地とする当該家屋又は構築物の建設の着

手があった場合における当該土地に限る。)に対して課する固定資産税

は、当該固定資産税が課せられることとなった年度から3年度分に限り

課税を免除するものとする。 

で、かつ、同条例第24条の規定に基づき、承認地域経済牽引事業の

地域の成長発展の基盤強化に特に資するものとして主務大臣が定

める基準に係る確認を受けたものについて、当該施設の用に供する

家屋若しくは構造物若しくはこれらの敷地である土地に対する固

定資産税は、当該固定資産税が課せられることとなった年度から3

年度分に限り課税を免除するものとする。 

 附 則 

 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 



富士見町商業振興条例の一部を改正する条例の概要 

 

平成３０年３月 産業課 

 

１．改正の趣旨 

平成 27年に産業競争力強化法第 113条第 1項の規定に基づく創業支援事業計画を策定

し、個人事業主の創業支援に力を入れているが、事業指定基準に常時従事するもの 2名以

上」という指定基準があり、1人で創業する方に支援ができないでいることから、指定基

準の見直しを図るため条例の一部改正を行うものである。 

 

２．改正の主な内容 

指定基準である「常時従事するもの 2名以上であるもの」という条件を、補助率及び限

度額を半減する条件に変更する。 

 

３．施行期日 

 平成 30年 4月 1日 



 

富士見町商業振興条例(平成12年富士見町条例第32号)新旧対照表 

現行 改正後（案） 

  

(対象事業の基準及び補助金等) (指定の基準及び補助金等) 

第5条 対象事業の基準、補助率及び限度額は次表のとおりとし、町長は、

商業者、商業団体及び建設業者に対し予算の範囲内において補助金を

交付するものとする。 

第5条 指定  の基準、補助率及び限度額は次表のとおりとし、町長は、

事業の指定をした者     に対し予算の範囲内において補助金を

交付するものとする。 

ただし、国県の補助金を受けたものは除く。 ただし、国県の補助金を受けたものは除く。 

【別記1 参照】 【別記1 参照】 

 

 附 則 

 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 



 

【別記1】 

 

現行 

対象事業 指定基準 補助率及び限度額 

高度化事業 

(第3条第1号) 

独立行政法人中小企業基盤整備機構法施行令(平成16年政令第182号)第

3条第1項及び第2項に規定する事業により商業団体が設置する施設で、

投下固定資産総額2,000万円以上、かつ、常時従事するものが2名以上で

あるもの 

5／100以内 

限度額200万円 

商店等近代化事業 

(第3条第2号) 

商業者又は商業団体が店舗等の近代化のため新設、増築及び改修する施

設で、投下固定資産総額が200万円以上、かつ、常時従事するものが2

名以上であるもの 

5／100以内 

限度額200万円 

空き店舗等活用事業 

(第3条第3号) 

商業者又は商業団体が空き店舗を新たな店舗やコミュニティ施設とし

て利活用するため改修する施設で、投下固定資産総額が50万円以上、か

つ、200万円以下であるもの 

10／100以内 

限度額20万円 

商業者又は商業団体が空き店舗を新たな店舗やコミュニティ施設とし

て利活用するため賃借する施設の家賃 

10／100以内 

限度額年20万円以内とし、2年を限度とする。 

商店街等賑わい創出事業 

(第3条第4号) 

商業団体が商店街等の賑わいを創出するため共同して開催するイベン

ト及び投下固定資産総額が50万円以上で設置する施設の費用の一部で

町長が必要と認めるもの 

30／100以内 

限度額30万円 

商店街環境整備事業 

(第3条第5号) 

商業団体が商店街に共同して設置する施設の費用の一部で町長が必要

と認めるもの 

30／100以内 

限度額30万円 



 

 

総合工事業 

(第3条第6号) 

日本標準産業分類に定める一般土木建築工事業から建築リフォーム工

事業までとし、常時建設工事の請負契約を締結する事務所あるいは建設

工事の現場を管理する事業所施設の新設・改善・増設に伴う投下固定資

産総額200万円以上、かつ、常時従事するものが2名以上であるもの 

5／100以内 

限度額100万円 

職別工事業 

(第3条第7号) 

日本標準産業分類に定める大工工事業から塗装工事業までとし、独自で

開発した製品以外の既製品・木材を購入し、又は加工した製品を他社へ

卸売をせず、個人との請負契約により工事を行う事業所施設の新設・改

善・増設に伴う投下固定資産総額200万円以上、かつ、常時従事するも

のが2名以上であるもの 

5／100以内 

限度額100万円 

設備工事業 

(第3条第8号) 

日本標準産業分類に定める設備工事業とし、主として電気工作物、空気

調和設備、給排水・衛生設備、昇降設備を自己又は下請として設備の一

部を構成する事業所施設の新設・改善・増設に伴う投下固定資産総額20

0万円以上、かつ、常時従事するものが2名以上であるもの 

5／100以内 

限度額100万円 

 

改正後（案） 

対象事業 指定基準 補助率及び限度額 

高度化事業 

(第3条第1号) 

独立行政法人中小企業基盤整備機構法施行令(平成16年政令第182号)第

3条第1項及び第2項に規定する事業により商業団体が設置する施設で、

投下固定資産総額2,000万円以上                で

あるもの 

5／100以内 

限度額200万円 

常時従事するものが2名に満たない場合の補助

率及び限度額は上記の1／2とする 



 

 

商店等近代化事業 

(第3条第2号) 

商業者又は商業団体が店舗等の近代化のため新設、増築及び改修する施

設で、投下固定資産総額が200万円以上              

  であるもの 

5／100以内 

限度額200万円 

常時従事するものが2名に満たない場合の補助

率及び限度額は上記の1／2とする 

空き店舗等活用事業 

(第3条第3号) 

商業者又は商業団体が空き店舗を新たな店舗やコミュニティ施設とし

て利活用するため改修する施設で、投下固定資産総額が50万円以上、か

つ、200万円以下であるもの 

10／100以内 

限度額20万円 

商業者又は商業団体が空き店舗を新たな店舗やコミュニティ施設とし

て利活用するため賃借する施設の家賃 

10／100以内 

限度額年20万円以内とし、2年を限度とする 

商店街等賑わい創出事業 

(第3条第4号) 

商業団体が商店街等の賑わいを創出するため共同して開催するイベン

ト及び投下固定資産総額が50万円以上で設置する施設の費用の一部で

町長が必要と認めるもの 

30／100以内 

限度額30万円 

商店街環境整備事業 

(第3条第5号) 

商業団体が商店街に共同して設置する施設の費用の一部で町長が必要

と認めるもの 

30／100以内 

限度額30万円 

総合工事業 

(第3条第6号) 

日本標準産業分類に定める一般土木建築工事業から建築リフォーム工

事業までとし、常時建設工事の請負契約を締結する事務所あるいは建設

工事の現場を管理する事業所施設の新設・改善・増設に伴う投下固定資

産総額200万円以上                であるもの 

5／100以内 

限度額100万円 

常時従事するものが2名に満たない場合の補助

率及び限度額は上記の1／2とする 

 

 



 

 

職別工事業 

(第3条第7号) 

日本標準産業分類に定める大工工事業から塗装工事業までとし、独自で

開発した製品以外の既製品・木材を購入し、又は加工した製品を他社へ

卸売をせず、個人との請負契約により工事を行う事業所施設の新設・改

善・増設に伴う投下固定資産総額200万円以上           

     であるもの 

5／100以内 

限度額100万円 

常時従事するものが2名に満たない場合の補助

率及び限度額は上記の1／2とする 

設備工事業 

(第3条第8号) 

日本標準産業分類に定める設備工事業とし、主として電気工作物、空気

調和設備、給排水・衛生設備、昇降設備を自己又は下請として設備の一

部を構成する事業所施設の新設・改善・増設に伴う投下固定資産総額20

0万円以上                であるもの 

5／100以内 

限度額100万円 

常時従事するものが2名に満たない場合の補助

率及び限度額は上記の1／2とする 

 



工業振興条例の一部を改正する条例の概要 

 

平成３０年３月 産業課 

 

１．改正の趣旨 

平成 29年 7月より、「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性

化に関する法律（企業立地促進法）」の改正法として、「地域経済牽引事業の促進による

地域の成長発展の基盤強化に関する法律（地域未来投資促進法）」が施行されたため、関

係条例の名称変更をする。また、中小業事業団法が廃止に伴う補助対象事業の整備のため、

条例の一部改正を行うものである。 

 

２．改正の主な内容 

(1) 中小企業事業団法の廃止に伴う第 3条第 6号中小企業高度化事業の廃止 

(2) 第 5条表中の限度額及び補助率の表記の変更 

(3) 企業立地促進法から地域未来投資促進法へ改正されたことに伴う、引用条例の名

称変更 

 

３．施行期日 

 平成 30年 4月 1日 



 

富士見町工業振興条例(平成元年富士見町条例第33号)新旧対照表 

現行 改正後（案） 

  

(対象事業) (対象事業) 

第3条 町長は第1条の目的を達成するために、次の各号の1に該当する事

業を行う者に対し助成措置を講ずるものとする。 

第3条 町長は第1条の目的を達成するために、次の各号の1に該当する事

業を行う者に対し助成措置を講ずるものとする。 

(1) ～ (5) （略） (1)  ～ (5) （略） 

(6) 中小企業事業団法施行令(昭和55年政令第241号)第3条に規定する

事業又はこれに準ずるもので町長が認める事業 

 

(7)  （略） (6)  （略） 

(8)  （略） (7)  （略） 

(9)  （略） (8)  （略） 

(10)  （略） (9)  （略） 

(指定の基準及び補助金等) (指定の基準及び補助金等) 

第5条 指定の基準、補助率及び限度額は次表のとおりとし、町長は、事

業の指定をした者に対し、予算の範囲内において補助金の交付をする

ものとする。 

第5条 指定の基準、補助率及び限度額は次表のとおりとし、町長は、事

業の指定をした者に対し、予算の範囲内において補助金の交付をする

ものとする。 

【別記1 参照】 【別記1 参照】 

2 前項の規定により事業の指定を受ける者のうち、賃借により既に工場

用地に供している土地を取得する場合又は償却資産のみの場合は交付

対象としない。 

2 前項の規定により事業の指定を受ける者のうち、賃借により既に工場

用地に供している土地を取得する場合           は交付

対象としない。 



 

(適用除外) (適用除外) 

第6条 富士見町企業立地    の促進等のための固定資産税の課税

の特例に関する条例(平成28年富士見町条例第15号)に規定する固定資

産税の課税の特例の適用を受けるものについては、前条の2の規定は、

適用しない。 

第6条 富士見町地域経済牽引事業の促進等のための固定資産税の課税

の特例に関する条例(平成28年富士見町条例第15号)に規定する固定資

産税の課税の特例の適用を受けるものについては、前条の2の規定は、

適用しない。 

 

 附 則 

 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 



 

【別記1】 

現行 

対象事業 指定基準 補助率及び限度額 

町外工業者の施設新設事業 

(第3条第1号) 

投下固定資産総額2,000万円以上で、かつ、常

時使用する従業員が10人以上であるもの。ただ

し、町内居住者を5人以上とすること 

投下固定資産総額の100分の5以内で1,000万円を限度と

する。 

ただし、新規常用雇用がない場合の補助率は50／100  

     とする。 

町内工業者の施設移転新設事業 

(第3条第2号) 

投下固定資産総額500万円以上で、かつ、常時

使用する従業員が2人以上であるもの。ただし、

町内居住者を1名以上とすること 

投下固定資産総額の100分の5以内で1,000万円を限度と

する。 

ただし、新規常用雇用がない場合の補助率は50／100  

     とする。 

町内施設増設事業 

(第3条第3号) 

投下固定資産総額500万円以上で、かつ、常時

使用する従業員が2人以上であるもの。ただし、

町内居住者を1名以上とすること 

投下固定資産総額の100分の5以内で1,000万円を限度と

する。 

ただし、新規常用雇用がない場合の補助率は50／100  

     とする。 

町内施設改善事業 

(第3条第4号) 

投下固定資産総額500万円以上で、かつ、常時

使用する従業員が2人以上であるもの。ただし、

町内居住者を1名以上とすること 

投下固定資産総額の100分の5以内で1,000万円を限度と

する。 

ただし、新規常用雇用がない場合の補助率は50／100  

     とする。 

生産設備投資促進事業 

(第3条第5号) 

投下固定資産総額100万円以上であるもの 投下固定資産総額の5／100以内で年間20万円を限度とす

る。 



 

 

中小企業高度化事業 

(第3条第6号) 

投下固定資産総額2,000万円以上で、かつ、常

時使用する従業員が2人以上であるもの。ただ

し、町内居住者を1名以上とすること 

投下固定資産総額の100分の5以内で1,000万円を限度と

する。 

ただし、新規常用雇用がない場合の補助率は50／100とす

る。 

公害等防止施設事業 

(第3条第7号) 

投下固定資産総額100万円以上のもの 投下固定資産総額の100分の10以内で800万円を限度とす

る。 

工場等の用地取得事業(富士見高原産業団地を

除く。) 

(第3条第8号) 

町工業振興上適当と認められるもので、取得す

る土地の面積が600m2以上であること、かつ、

取得から2年以内に当該用地において操業を開

始するもの 

取得価格の100分の30以内で500万円を限度とし、用地の

取得から当該工場等を2年以内に建設し操業したときに

交付する。 

ただし、新規常用雇用がない場合の補助率は50／100  

     とする。 

富士見高原産業団地の用地取得事業 

(第3条第9号) 

町工業振興上適当と認められるもの 取得価格の100分の20以内で1企業1億円を限度とし、3年

間に分割して交付する。 

人材育成・職業訓練等事業 

(第3条第10号) 

町工業振興上適当と認められるもの 授業料の2分の1以内を就学年ごとに交付する。 

 

 

 

 

 



 

改正後（案） 

対象事業 指定基準 補助率及び限度額 

町外工業者の施設新設事業 

(第3条第1号) 

投下固定資産総額2,000万円以上で、かつ、常

時使用する従業員が10人以上であるもの。ただ

し、町内居住者を5人以上とすること 

投下固定資産総額の5／100 以内で1,000万円を限度と

する。 

ただし、新規常用雇用がない場合の補助率及び限度額は

上記の1／2とする。 

町内工業者の施設移転新設事業 

(第3条第2号) 

投下固定資産総額500万円以上で、かつ、常時

使用する従業員が2人以上であるもの。ただし、

町内居住者を1名以上とすること 

投下固定資産総額の5／100 以内で1,000万円を限度と

する。 

ただし、新規常用雇用がない場合の補助率及び限度額は

上記の1／2とする。 

町内施設増設事業 

(第3条第3号) 

投下固定資産総額500万円以上で、かつ、常時

使用する従業員が2人以上であるもの。ただし、

町内居住者を1名以上とすること 

投下固定資産総額の5／100 以内で1,000万円を限度と

する。 

ただし、新規常用雇用がない場合の補助率及び限度額は

上記の1／2とする。 

町内施設改善事業 

(第3条第4号) 

投下固定資産総額500万円以上で、かつ、常時

使用する従業員が2人以上であるもの。ただし、

町内居住者を1名以上とすること 

投下固定資産総額の5／100 以内で1,000万円を限度と

する。 

ただし、新規常用雇用がない場合の補助率及び限度額は

上記の1／2とする。 

生産設備投資促進事業 

(第3条第5号) 

投下固定資産総額100万円以上であるもの 投下固定資産総額の5／100以内で年間20万円を限度とす

る。 

 



 

 

公害等防止施設事業 

(第3条第6号) 

投下固定資産総額100万円以上のもの 投下固定資産総額の10/100 以内で800万円を限度とす

る。 

工場等の用地取得事業(富士見高原産業団地を

除く。) 

(第3条第7号) 

町工業振興上適当と認められるもので、取得す

る土地の面積が600m2以上であること、かつ、

取得から2年以内に当該用地において操業を開

始するもの 

取得価格の30／100 以内で500万円を限度とし、用地の

取得から当該工場等を2年以内に建設し操業したときに

交付する。 

ただし、新規常用雇用がない場合の補助率及び限度額は

上記の1／2とする。 

富士見高原産業団地の用地取得事業 

(第3条第8号) 

町工業振興上適当と認められるもの 取得価格の20／100 以内で1企業1億円を限度とし、3年

間に分割して交付する。 

人材育成・職業訓練等事業 

(第3条第9号) 

町工業振興上適当と認められるもの 授業料の1／2 以内を就学年ごとに交付する。 

 



 

 

 

富士見町体育施設等の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の概要 

 

平成３０年３月 生涯学習課 

 

１．改正の趣旨 

平成 27年の大雪で被害を受け休止している富士見町Ｂ＆Ｇ海洋センタ－プ－ルの廃

止協議及び平成１５年から休止している富士見町Ｂ＆Ｇ海洋センタ－艇庫の用途変更

協議が公益財団法人ブル－シ－・アンド・グリ－ンランド財団と整った。また、富士見

町スポ－ツ推進審議会からも施設廃止の答申を受けていることから、富士見町体育施

設等の設置及び管理に関する条例（平成 8 年富士見町条例第 5 号）において設置され

ている富士見町Ｂ＆Ｇ海洋センタ－プ－ル及び富士見町Ｂ＆Ｇ海洋センタ－艇庫を廃

止するものである。 

 

２．施行期日 

平成 30年 3月 31日 

 

 



富士見町体育施設等の設置及び管理に関する条例(平成8年富士見町条例第5号)新旧対照表 

現行 改正後（案） 

(名称及び位置) (名称及び位置) 

第 3条 体育施設等の名称及び位置は、次のとおりとする。 第 3条 体育施設等の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

富士見町町民センター 富士見町落合10039番地4 

富士見町第2体育館 富士見町落合10034番地 

富士見町B＆G海洋センター体育館 富士見町乙事1000番地 

富士見町B＆G海洋センタープール 富士見町乙事1000番地 

富士見町B＆G海洋センター艇庫 富士見町立沢3224番地3 

富士見町町民広場野球場 富士見町乙事1000番地 

富士見町町民広場総合運動場 富士見町乙事1000番地 

富士見町町民広場第1キャンプ場 富士見町乙事1000番地 

富士見町町民広場第2キャンプ場 富士見町落合12584番地1 

富士見町町民広場野外音楽堂 富士見町乙事1000番地 

富士見町町民広場テニスコート 富士見町乙事1000番地 

富士見町町民広場マレットゴルフ場 富士見町乙事1000番地 

富士見町町民広場農村集落多目的共同利用施設

(研修センター) 

富士見町乙事1230番地 

富士見町弓道場 富士見町富士見4654番地 
 

名称 位置 

富士見町町民センター 富士見町落合10039番地4 

富士見町第2体育館 富士見町落合10034番地 

富士見町B＆G海洋センター体育館 富士見町乙事1000番地 

                            

                            

富士見町町民広場野球場 富士見町乙事1000番地 

富士見町町民広場総合運動場 富士見町乙事1000番地 

富士見町町民広場第1キャンプ場 富士見町乙事1000番地 

富士見町町民広場第2キャンプ場 富士見町落合12584番地1 

富士見町町民広場野外音楽堂 富士見町乙事1000番地 

富士見町町民広場テニスコート 富士見町乙事1000番地 

富士見町町民広場マレットゴルフ場 富士見町乙事1000番地 

富士見町町民広場農村集落多目的共同利用施設

(研修センター) 

富士見町乙事1230番地 

富士見町弓道場 富士見町富士見4654番地 

 

 



別表(第 10条関係) 別表(第 10条関係) 

1～3 略 1～3 略 

  

4 B＆G海洋センタープール使用料(単位：円)  

区分 1人1回 回数券  

プール 小・中学生 100 850 回数券は10枚綴り 

高校・一般 210 1,690 

専用 午前10時から正午

まで 

正午から午後5時

まで 

 

5,290 8,470  
 

 

備考  

(1) 時間をまたがるものは、規定の使用料金を合算した額とする。  

  

5 町民広場野球場、総合運動場、第 1 キャンプ場、第 2 キャンプ場、野外

音楽堂、テニスコート、農村集落多目的共同利用施設(研修センター)使用

料(単位：円) 

4 町民広場野球場、総合運動場、第 1キャンプ場、第 2キャンプ場、野外

音楽堂、テニスコート、農村集落多目的共同利用施設(研修センター)使用

料(単位：円) 

区分 午前8時30分

から正午まで 

正午から

午後5時

まで 

午後5時か

ら午後10

時まで 

備考 

野球場 町内者 1,590 2,110 2,110 照明器を使用した場合

は次の額を徴収する 町外者 2,110 3,710 3,710 

区分 午前8時30分

から正午まで 

正午から

午後5時

まで 

午後5時か

ら午後10

時まで 

備考 

野球場 町内者 1,590 2,110 2,110 照明器を使用した場合

は次の額を徴収する 町外者 2,110 3,710 3,710 



野球用30分1,430円 

ソフトボール用30分4

10円 

総合運動場 町内者 2,110 3,170 3,170 半面使用の場合は2分

の1の額とする 

照明器を使用した場合

は次の額を徴収する 

ソフトボール用30分 

410円 

サッカー用30分820円 

町外者 4,230 6,350 6,350 

第1、第2

キャンプ場 

町内者 テント 1張 530  

町外者 テント 1張 1,050 

野外音楽堂 町内者 530 1,050 1,050  

町外者 1,050 1,590 1,590 

テニスコー

ト 

町内者 530 1,050 530 1面につき 

町外者 1,050 2,110 1,050 

農村集落多

目的共同利

用施設(研修

センター) 

 午前9時から

正午まで 

正午から

午後5時

まで 

午後5時か

ら午後9時

30分まで 

占用使用の場合のみ 

町内者 1,050 1,590 1,590 

町外者 1,590 2,110 2,110 
 

野球用30分1,430円 

ソフトボール用30分4

10円 

総合運動場 町内者 2,110 3,170 3,170 半面使用の場合は2分

の1の額とする 

照明器を使用した場合

は次の額を徴収する 

ソフトボール用30分 

410円 

サッカー用30分820円 

町外者 4,230 6,350 6,350 

第1、第2キャ

ンプ場 

町内者 テント 1張 530  

町外者 テント 1張 1,050 

野外音楽堂 町内者 530 1,050 1,050  

町外者 1,050 1,590 1,590 

テニスコー

ト 

町内者 530 1,050 530 1面につき 

町外者 1,050 2,110 1,050 

農村集落多

目的共同利

用施設(研修

センター) 

 午前9時から

正午まで 

正午から

午後5時

まで 

午後5時か

ら午後9時

30分まで 

占用使用の場合のみ 

町内者 1,050 1,590 1,590 

町外者 1,590 2,110 2,110 
 

 
 



備考  

(1) 研修センターの暖房機使用料金は、使用料金の 5割の額とする。  

(2) 時間をまたがるものは、規定の使用料金を合算した額とする。  

  

6 弓道場使用料(単位：円) 5 弓道場使用料(単位：円) 

午前9時から

正午まで 

正午から午後5時

まで 

午後5時から午後

9時30分まで 

備考 

310 

(100) 

530 

(100) 

1,050 

(210) 

( )内は2時間単位個人使用 

 

午前9時から

正午まで 

正午から午後5時

まで 

午後5時から午後

9時30分まで 

備考 

310 

(100) 

530 

(100) 

1,050 

(210) 

( )内は2時間単位個人使用 

 

備考 備考 

(1) 時間をまたがるものは、規定の使用料金を合算した額とする。 (1) 時間をまたがるものは、規定の使用料金を合算した額とする。 

 

附 則 

この条例は、平成30年3月31日から施行する。 

 



 

 

 

富士見町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例の概要 

 

平成３０年３月 消防課 

１．改正の趣旨 

   非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令（昭和 31年政令第 335号。以

下「基準政令」という。）による損害補償の支給額は、療養補償及び介護補償を除き、

すべて基準政令別表に定める補償基礎額を基礎とし、これに一定の割合又は日数を乗

じて算定されるように定められているが、基準政令第 2条第 3項の各号に掲げる者で、

災害発生日において他に生計のみちがなく、主として非常勤消防団員等の扶養を受け

ていた者（以下「扶養親族」という。）がある場合には、常勤職員の扶養手当に準じて、

補償基礎額に一定の金額を加算することとされている。この額は、一般職の職員の給与

に関する法律（昭和 25年法律第 95号。以下「給与法」という。）に定められている扶

養手当支給額を日額換算（扶養手当支給額を 30 で除し、1 円未満を四捨五入）したも

のである。平成 28年 11月、給与法の改正により、平成 30年度以降、扶養手当支給額

が改正されることとなったことに伴い、基準政令に定める、補償基礎額の加算額につい

ても、改定を実施することとする。この中で扶養手当の支給額及び支給対象が改正され

たことに伴い、富士見町消防団員等公務災害補償条例の一部改正を行う。 

 

２．改正の内容 

   非常勤消防団員等に対する損害補償に係る補償基礎額について、非常勤消防団員等

に扶養親族がある場合における加算額の改定を、以下のとおり行う。 

① 配偶者                         217円 

② 22歳に達する日以後の最初の 3月 31日までの間にある子   333円 

③ 22歳に達する日以後の最初の 3月 31日までの間にある孫   217円 

④ 60歳以上の父母及び祖父母                217円 

⑤ 22歳に達する日以後の最初の 3月 31日までの間にある弟妹  217円 

⑥ 重度心身障害者                      217円 

 

３．経過措置 

この条例の適用日以後に支給すべき事由の生じた場合は、新条例が適用されます。適

用日前に支給すべき事由の生じた場合については、なお、従前の例によることとなりま

す。なお、適用日前に事故にあい、適用日以後に死亡、疾病、障害等になった場合につ

いては、新条例が適用されます。 

 

４．施行期日 

平成 30年 4月１日 



 

富士見町消防団員等公務災害補償条例(昭和41年富士見町条例第4号)新旧対照表 

現行 改正後（案） 

(損害補償を受ける権利) (損害補償を受ける権利) 

第2条 非常勤消防団員又は非常勤水防団員が公務により死亡し、負傷

し、若しくは疾病にかかり、又は公務による負傷若しくは疾病により

死亡し、若しくは障害の状態となつた場合、又は消防法第25条第1項若

しくは第2項(同法第36条                   において準用する場合

を含む。)若しくは第29条第5項(同法第30条の2及び第36条     におい

て準用する場合を含む。)の規定により消防作業に従事した者(以下「消

防作業従事者」という。)、同法第35条の10第1項の規定により救急業

務に協力した者(以下「救急業務協力者」という。)又は水防法第24条の

規定により水防に従事した者(以下「水防従事者」という。)若しくは災

害対策基本法第65条第1項(同条第3項((原子力災害対策特別措置法(平

成11年法律第156号)第28条第2項の規定により読み替えて適用される

場合を含む。)において準用する場合及び原子力災害対策特別措置法第2

8条第2項の規定により読み替えて適用される場合を含む。)の規定若し

くは災害対策基本法第65条第2項において準用する同法第63条第2項の

規定による応急措置の業務に従事した者(以下「応急措置従事者」とい

う。)が消防作業若しくは水防(以下「消防作業等」という。)に従事し、

若しくは救急業務に協力し、又は応急措置の業務に従事したことによ

り死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は消防作業等に従事し、

若しくは救急業務に協力し、又は応急措置の業務に従事したことによ

る負傷若しくは疾病により死亡し、若しくは障害の状態となつたとき

第2条 非常勤消防団員又は非常勤水防団員が公務により死亡し、負傷

し、若しくは疾病にかかり、又は公務による負傷若しくは疾病により

死亡し、若しくは障害の状態となつた場合、又は消防法第25条第1項若

しくは第2項(これらの規定を同法第36条第8項において準用する場合

を含む。)若しくは第29条第5項(同法第30条の2及び第36条第8項におい

て準用する場合を含む。)の規定により消防作業に従事した者(以下「消

防作業従事者」という。)、同法第35条の10第1項の規定により救急業

務に協力した者(以下「救急業務協力者」という。)又は水防法第24条の

規定により水防に従事した者(以下「水防従事者」という。)若しくは災

害対策基本法第65条第1項(同条第3項((原子力災害対策特別措置法(平

成11年法律第156号)第28条第2項の規定により読み替えて適用される

場合を含む。)において準用する場合及び原子力災害対策特別措置法第2

8条第2項の規定により読み替えて適用される場合を含む。)の規定若し

くは災害対策基本法第65条第2項において準用する同法第63条第2項の

規定による応急措置の業務に従事した者(以下「応急措置従事者」とい

う。)が消防作業若しくは水防(以下「消防作業等」という。)に従事し、

若しくは救急業務に協力し、又は応急措置の業務に従事したことによ

り死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は消防作業等に従事し、

若しくは救急業務に協力し、又は応急措置の業務に従事したことによ

る負傷若しくは疾病により死亡し、若しくは障害の状態となつたとき



 

は、町長は、損害補償を受けるべき者に対して、その者がこの条例に

よつて損害補償を受ける権利を有する旨をすみやかに通知しなければ

ならない。 

は、町長は、損害補償を受けるべき者に対して、その者がこの条例に

よつて損害補償を受ける権利を有する旨をすみやかに通知しなければ

ならない。 

(補償基礎額) (補償基礎額) 

第5条 （略） 第5条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 次の各号のいずれかに該当する者で、非常勤消防団員若しくは非常勤

水防団員又は消防作業従事者、救急業務協力者、水防従事者若しくは

応急措置従事者(以下「非常勤消防団員等」という。)の死亡若しくは負

傷の原因である事故が発生した日又は診断により死亡の原因である疾

病の発生が確定した日若しくは診断により疾病の発生が確定した日に

おいて、他に生計のみちがなく主として非常勤消防団員等の扶養を受

けていたものを扶養親族とし、扶養親族のある非常勤消防団員等につ

いては、前項の規定による金額に、第1号に該当する扶養親族について

は333円                                         を、第2号に該当

する扶養親族については1人につき267円(非常勤消防団員等に第1号に

該当する者がない場合には、そのうち1人については333円)を、第3号

から第6号までのいずれか該当する扶養親族については、1人につき21

7円(非常勤消防団員等に第1号に該当する者及び第2号に該当する扶養

親族がない場合には、そのうち1人については300円)を、それぞれ加算

して得た額をもつて補償基礎額とする。 

3 次の各号のいずれかに該当する者で、非常勤消防団員若しくは非常勤

水防団員又は消防作業従事者、救急業務協力者、水防従事者若しくは

応急措置従事者(以下「非常勤消防団員等」という。)の死亡若しくは負

傷の原因である事故が発生した日又は診断により死亡の原因である疾

病の発生が確定した日若しくは診断により疾病の発生が確定した日に

おいて、他に生計のみちがなく主として非常勤消防団員等の扶養を受

けていたものを扶養親族とし、扶養親族のある非常勤消防団員等につ

いては、前項の規定による金額に、第1号又は第3号から第6号までのい

ずれかに該当する扶養親族については1人につき217円を、第2号に該当

する扶養親族については1人につき333円                          

                                                              

                                                              

                                                              

                                               を、それぞれ加算

して得た額をもつて補償基礎額とする。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

4 （略） 4 （略） 



 

  附 則 

(施行期日) 

 1 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 (経過措置) 

 2 この条例による改正後の富士見町消防団員等公務災害補償条例第5

条第3項の規定は、この条例の施行の日以後に支給すべき事由の生じ

た富士見町消防団員等公務災害補償条例同条第1項に規定する損害補

償（以下この項において「損害補償」という。）並びに同日前に支給

すべき事由の生じた同日以後の期間に係る同条例第4条第3号に規定

する傷病補償年金、同条第4号イに規定する障害補償年金及び同条第

6号イに規定する遺族補償年金（以下この項において「傷病補償年金

等」という。）について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた損

害補償（傷病補償年金等を除く。）及び同日前に支給すべき事由の生

じた同日前の期間に係る傷病補償年金等については、なお従前の例に

よる。 

 

 



 

 

長野県町村公平委員会共同設置規約の変更に関する協議の理由 

 

平成３０年３月 総務課 

 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 7 第 2 項の規定により協議する

ものである。 

 

１．加入及び名称変更 

   平成３０年４月１日付で「白馬山麓環境施設組合」が「白馬山麓事務組合」

に名称変更するため 

 

 

２．規約変更施行日  平成３０年４月１日 

 



 

長野県町村公平委員会共同設置規約新旧対照表 

 

新 旧 

別表 

佐久穂町、小海町、川上村、南牧村、南相木村、

北相木村、軽井沢町、御代田町、立科町、長和

町、青木村、下諏訪町、富士見町、原村、上松

町、南木曽町、木曽町、木祖村、王滝村、大桑

村、麻績村、生坂村、山形村、朝日村、筑北村、

池田町、松川村、白馬村、小谷村、小布施町、

高山村、信濃町、飯綱町、小川村、佐久平環境

衛生組合、南佐久環境衛生組合、小海町北相木

村南相木村中学校組合、北佐久郡老人福祉施設

組合、川西保健衛生施設組合、佐久市・北佐久

郡環境施設組合、上田市長和町中学校組合、依

田窪医療福祉事務組合、南諏衛生施設組合、木

曽広域連合、松塩安筑老人福祉施設組合、麻績

村筑北村学校組合、東筑摩郡筑北保健衛生施設

組合、中信地域町村交通災害共済事務組合、池

田松川施設組合、北アルプス広域連合、白馬山

麓事務組合、須高行政事務組合、北部衛生施設

組合、東北信市町村交通災害共済事務組合、長

野県市町村自治振興組合、長野県市町村総合事

務組合 
 

別表 

佐久穂町、小海町、川上村、南牧村、南相木村、

北相木村、軽井沢町、御代田町、立科町、長和

町、青木村、下諏訪町、富士見町、原村、上松

町、南木曽町、木曽町、木祖村、王滝村、大桑

村、麻績村、生坂村、山形村、朝日村、筑北村、

池田町、松川村、白馬村、小谷村、小布施町、

高山村、信濃町、飯綱町、小川村、佐久平環境

衛生組合、南佐久環境衛生組合、小海町北相木

村南相木村中学校組合、北佐久郡老人福祉施設

組合、川西保健衛生施設組合、佐久市・北佐久

郡環境施設組合、上田市長和町中学校組合、依

田窪医療福祉事務組合、南諏衛生施設組合、木

曽広域連合、松塩安筑老人福祉施設組合、麻績

村筑北村学校組合、東筑摩郡筑北保健衛生施設

組合、中信地域町村交通災害共済事務組合、池

田松川施設組合、北アルプス広域連合、白馬山

麓環境施設組合、須高行政事務組合、北部衛生

施設組合、東北信市町村交通災害共済事務組

合、長野県市町村自治振興組合、長野県市町村

総合事務組合 
 

 

 



町道の路線の一部廃止の理由 

 

平成３０年３月 建設課 

 

現在、都市計画道路「役場通り線」について道路拡幅改良工事が長野県事業として進め

られているが、拡幅にともない接する町道部分が役場通り線の道路敷地に編入されるた

め路線の一部を廃止するものです。 

 

 

 

路 線 の 一 覧 

 

道路法第 10条第 3項の規定により一部廃止する路線 

 

番 号 路 線 名 
旧 起 終 点 地 番 

延長（ｍ） 
新 起 点 終 点 

1 3630号線 
旧 落合 9984-385 落合 9984-392 33.9 

新 落合 9984-385 落合 9984-392 26.5 

2 7792号線 
旧 富士見 4654-313 落合 10777-1 410.2 

新 富士見 4654-313 落合 10777-1 402.8 

3 7908号線 
旧 落合 9984-1206 落合 9984-1062 82.1 

新 落合 9984-1206 落合 9984-1062 74.7 

※路線延長は役場通り線道路拡幅改良工事の計画図面から測定したおおよその数値であり、

道路台帳の調製等により変動する場合がある 

 



 

 

説明資料 

 

町道の路線の一部廃止箇所 見取図・詳細図 

 

○説明資料の構成 

１．見取図 一部廃止する路線の位置を示してあります。（縮尺１万分の１） 

 

２．路線詳細図 道路台帳図に図郭番号を附し、一部廃止する路線に路線番号を附して位

置を示してあります。（縮尺２千分の１） 

 

３．公図 一部廃止する路線に路線番号を付して位置を示してあります。 

（縮尺２千分の１） 



Ｓ=1:10,000

W

公

協

協

W

協

協

公

W

W

公

公

公

公

落
合

一
の

沢
川

落
合

二
の

沢
川

1040

第三配水池

瀬沢新田

1035.7

富
士
見
橋

富
士
見
橋

西平橋

1012.1

1007.1

地域活動支援センター
赤とんぼ

長泉寺

990.1

946.1

95
0

グラウンド
総合

97
0

95
0

918.6

立
場
大
橋

中
央

本
線

Ｊ
Ｒ

乙
事
ト
ン
ネ
ル

893.6

924.8

927.2

1006.1

1000

1004.5

1012.1

富ヶ丘

三
の

落
合

長野県諏訪
養護学校

984.7

桜
ヶ
丘
団
地

沢
川

993.6

桜ヶ丘

ふ
じ
み
分
水
の
森

974.8

979.6

981.1

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
恋
月
荘

花
き
供
選
場

988.1

高
原
橋

973.1

栂
沢

富士見

富士見高等学校

老人保健施設
980.1富士見中学校

二ノ沢団地

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

968.5

老
人
集
会
室

創
作
館
ゆ
と
り
ろ

あららぎ

役場分室

保健センター
富士見消防署

富
士
見
グ
リ
ー
ン

富士見町役場

町
民
セ
ン
タ
ー

カ
ル
チ
ャ
ー
セ
ン
タ
ー

富
士
見
町
商
工
会
館

・
プ
ラ
ザ

教育振興会館

富
士
見
保
育
園

公
民
館
前
橋

富里962.7富士見駅

959.6

二
の
沢
橋白

樺
団
地

白
樺
団
地

富里橋
落合

立沢橋

瀬

沢

新瀬沢トンネル

957.8

ＪＡ会館ふじみ

富
士
見
郵
便
局

927.7

970

川

富
士
見
台

958.5

富士川砂防事務所

942.9

釜無川出張所

丸
山
団
地

富士見

916.65

塚平

塚
平

丸山墓地

92
0

国道
931.9

950.7

号

915.2

貝

乙

２０

川

882.61

裏
川

3630

7792

7908

見　取　図

-60-



Ｓ=1:2,000

9-7

9-12

3630

7792

7908

路線詳細図（一部廃止）

-61-



Ｓ=1:2,000

10778-9

10060-3

11091-12

9984-570

10778-2

11048-46

11048-45

9984-99

11048-59

9984-94

11072-5

11072-10

9984-48

9984-877

9984-49

9984-428

9984-104

10778-7

9984-50

9984-107

9984-108

10
02

8-
48

9984-796

11048-44

9984-101

9984-102

9984-105

道

9984-109

11
04

8-
48

99
84

-7
97

10028-41

10028-39

10028-42

10030-1

10029-1

10030-3

10030-2

11072-12

11
04

8-
73

110
48-

74

11048-75
11048-83

11048-84

11072-13

11072-15

11
07

2-
16

11
07

2-
17

11
07

2-
18

11
07

2-
19

11072-20

11
07

2-
11

11
07

2-
21

11072-22

11
09

1-
13

11
09

1-
14

11
09

1-
15

11
09

1-
16

11091-17

11100-4

9984-1146

10028-52

10020-15

10020-8

道

10028-53
10028-17

10028-38

10028-54

10029-16

10029-2

10029-17

11072-23

11072-24

11091-10

11091-9

9984-82

9984-81

9984-950

10060-4
10060-2

10775-3

道

11091-11

11091-4

9984-430

10028-1

10028-30

9984-999

10028-51

10028-2

10029-4

10018-2

10018-7

99
84

-9
96

9984-1050

9984-1056

9984-1122

10
01

8-
8

10029-7

10030-5

10004-5

10008-2

10004-2
10004-8

10004-1

9989-33

10003-2

10003-6

99
96

-1
6

9996-59996-1

道

10012-1

10012-8

10012-2

10012-3

10012-4

10012-9

10012-6

10012-5

9998-6

9998-84

9998-14

10017-2

99
96

-6

10002-16

10002-5

10002-6

9996-14

9997-3

9997-4

9997-8

9998-22

9998-26

9998-25

9998-27

9998-28

9998-35

9998-50

9998-29

9998-31

9998-30

9998-36

9998-51

10002-1

10
00

2-
22

10003-12

10002-15

10002-21

10003-4

9997-27

10010-9

10014-4

道

9997-28

9997-1

11227-48

10009-2

10009-5

10011-1

10011-10

10014-1

10017-27

10018-3

10016-1

10016-5

10017-3

10016-4

10014-2

10
01

5-
2

10015-1

10008-1

10010-7

10011-3

10011-2

9998-86

9998-87

9998-57

9998-58

99
98

-8
3

9997-6

9998-60

9997-17

9997-16

9998-2 9998-13

9998-4 99
98

-1
6

9998-5

99
98

-1
5

9998-9

9998-11

9998-18

9998-20

9998-88

9998-21

9998-59

11
22

7-
20

11121-8

11227-49

9984-1066

10068-4

10771-11
10

77
2-

5

10772-6
10773-5 10774-6

10772-7

10772-8

10773-3

10036-2

10057-5

10034

10072

10067-1

10064-1

10063-2

10063-1

100
74-

16

99
84

-4
6

10057-4

道
99

84
-6

78

9984-86

99
84

-8
7

9984-978

9984-425

10035-1

10057-39

10057-40

10
05

7-
41

10
05

7-
42

10057-43

10
05

9-
10

10059-15

10
05

9-
21

10
05

9-
22

10063-5

10
06

3-
410

06
3-

6

10
06

3-
8

10
06

4-
3

10
06

4-
4

10064-5

10
06

4-
6

10
06

4-
7

10064-8

10065-2

10
06

5-
3

10
06

7-
2

10
07

1-
5

10074-4

10074-5

10074-10

9984-1206

9984-1207

道

9984-1208

9984-1214

10036-22

10036-21

10036-1

10057-44

10057-8

9984-1248

9984-1249
9984-1251

9984-1250

9984-1252

9984-1253 9984-1062

9984-461

9984-361

9984-111

10
06

5-
1

10059-9

10059-8

10059-4

10059-6

10059-2

10059-3

10059-5

9984-80

9984-88

9984-743

10033-2

99
84

-9
3

9984-627

99
84

-6
33

10058-2

10058-3

10059-16

10
05

9-
17

10
05

9-
18

10059-19
10059-20

10777-7

10777-8

9984-462
9984-1205

10777-9

10777

9984-628

道

10066-1 10061-1

10060-1

10068-1

10
06

6-
4

10066-3

10057-7

10037-5

10057-1

10057-6

10057-3

10057-2

10058-1

10064-2

10
07

1-
3

9984-96

9984-491

99
84

-1
03

9

9984-1046

9984-1047

99
84

-1
04

8

99
84

-1
06

4

99
84

-1
06

5

9984-1131

10035-210
05

7-
24

10057-26

10057-27

10057-28
10057-29

10057-30

10057-31

10057-32

10057-34

10057-35

10057-36

10057-37

10
05

7-
38

9984-403 9984-452

9984-1060

9984-1061

9984-1049

10010-1

10005-1

10009-3

9984-115

9984-731

9984-116

9984-729

99
84

-7
30

9984-119

10007-5

10007-4

10009-1

10010-5

10010-3
10009-4

10014-5

9984-1011

99
84

-1
00

3

9984-393

9984-3919984-392

9984-389
9984-939

9984-748

9984-525

道

9984-383

9984-533

9984-1006

9984-532

9984-531

9984-530

99
84

-1
00

4

99
84

-1
00

5

9984-1007

9984-527

99
84

-9
48

9984-1239

9984-856

10777-1

9984-387

99
84

-4
4

9984-112

道

9984-113

9984-369

9984-114

9984-746

99
84

-3
51

9984-415

9984-460

9984-385

9984-412

9984-661

9984-413

9984-459

9984-414

9984-1224

9984-388

99
84

-8
61

9984-420

9984-360

9984-419
9984-10

9984-8

鉄

9984-395

9984-535

9984-396

9984-397

9984-537

9984-552

99
84

-5
38

99
84

-5
36

9984-539

9984-347

道

9984-667

9984-845

9984-374

9984-375

9984-376

9984-400

99
84

-9
24

9984-401

9984-377

9984-378

9984-379

9984-380

9984-381

9984-854

9984-406

9984-455

9984-408

9984-456

9984-409

9984-457

9984-801

9984-410

9984-118

9984-120

9984-837

99
84

-3
6499
84

-4
02

99
84

-4
63

9984-451

9984-404

9984-453

9984-405

道

3657-4

3657-45

3657-33

3657-46

4654-225
4
6
5
4
-
3
1
5

9984-3

9984-333

9984-331

9984-38

9984-4

9984-572

9984-334

道

9984-659

9984-41

9984-925

99
84

-3
26

99
84

-7
84

99
84

-3
27

9984-5739984-853

9984-336

99
84

-7
53

99
84

-7
52

99
84

-5
74

9984-644

9984-368

99
84

-3
67

9984-915

99
84

-6
29

99
84

-6
9299

84
-6

64

99
84

-6
63

9984-555
10006-9

10007-14

99
84

-5
75

9989-2

9989-39

10006-5

10006-21

10028-40

10028-6

10028-7

10028-11

10028-19

10028-14

10005-4

10005-5

9984-1162

9984-40
9984-328

9984-691

9984-1121

99
84

-1
06

3

99
84

-9
94

10006-4

9984-648

10007-8

10007-7

10007-19

10007-6

10007-21

10
02

8-
37

10
00

7-
1

10007-3

10007-23

10006-19

10006-20

10
00

7-
37

10
00

6-
6

10006-18

10006-3

10006-8

10007-9

10039-1

10055-5

10055-2

10039-4

10080-1

10080-13

10075-8

10
07

7-
11

10
07

7-
10

10
07

7-
9

10075-4

10075-3

9984-1141

10036-3

10078-4

10077-8

10
07

7-
6

10038-1

道

10078-1

10
07

8-
3

10078-2

10
08

2-
5

10077-1

10077-4

10056-13

10056-1

99
84

-5
61

10077-2

10
07

1-
2

10716-59

9984-847

10056-4

10
05

6-
15

10056-3

10
05

6-
14

10
07

5-
1

10063-7

10074-9

10074-18

10
03

6-
10

10036-18

9984-54

9984-1138

10056-12

10
05

6-
16

10056-5

10
05

6-
17

10056-6

10056-11

10
05

6-
18

10056-7

10056-10

10038-3

9984-1136

99
84

-1
13

7

10056-2210056-23

10056-24

10057-21

10074-2

10
07

4-
1

10074-3

10074-6

10074-7

10074-8

10
07

4-
11

10
07

4-
12

10
07

4-
13

10
07

4-
14

10074-15

10074-17

10074-19

10036-5

10
03

6-
6

10036-7

10036-8

10036-9

10036-11

10
03

6-
12

10036-15 10036-16
10036-17

10
05

7-
9

10057-15

10057-16

10057-17

10057-18

10057-19

10057-20

10075-2

10075-5

10075-6

10075-7

10037-11

10037-2 10
03

7-
12

10037-13

10037-10

10
03

6-
14

10039-7

道

10
03

6-
19

10
03

6-
20

10
03

6-
13

10056-9

10056-8

10
05

6-
21

10063-3

10
05

6-
20

10079-3

10056-19

10
05

7-
25

10
05

7-
33

10033-3

99
84

-1
00

9

9984-540

99
84

-1
00

8

4654-1

4654-9

4654-135

9984-13

10033-4

9984-11

9984-12

9984-42

9984-1245

46
54

-1
06

2

4654-1061

46
54

-1
06

0
46

54
-1

05
7

46
54

-1
05

6
46

54
-1

05
5

46
54

-1
05

4

4654-1024
4654-795

10033-1

4654-8

3588-1

4654-6

35
88

-1
0

35
88

-4

3588-11

4654-509

358
8-1

2

3588-9

3588-6

3588-8

358
8-1

3

4654-508
4654-505

4654-224

4654-2

4654-122

4654-503

4654-3

4654-507

4654-4

46
54

-8
64

46
54

-5
04

4654-510

4654-506

4654-5

46
54

-1
9

4654-7

鉄

4654-473 36
57

-2
7

4654-165

4654-73

4654-723

4654-340
4654-164

4654-75

36
57

-2
6

3657-21
4654-71

4654-209

3586-123586-4

道

3657-39

9
9
8
4
-
3
2
5

9
9
8
4
-
5
5
9

9984-3249
9
8
4
-
1

3657-31

4654-132
4654-74

3657-30

3657-20

3657-23

3654-1

3588-20

3630

7792

7908

公図（一部廃止）

-62-


	00　説明資料表紙
	13　概要　富士見町個人情報保護条例
	14　新旧対照表　富士見町個人情報保護条例
	23　概要　富士見町税条例
	24　新旧対照表　富士見町税条例
	33　概要　富士見町国民健康保険条例
	34　新旧対照表　富士見町国民健康保険条例
	43　概要　富士見町後期高齢者医療に関する条例
	44　新旧対照表　富士見町後期高齢者医療に関する条例
	53　概要　企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律第１０条第１項の規定に基づく準則を定める条例
	54　新旧対照表　企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律第１０条第１項の規定に基づく準
	63　概要　富士見町企業立地の促進等のための固定資産税の課税の特例に関する条例
	64　新旧対照表　富士見町企業立地の促進等のための固定資産税の課税の特例に関する条例
	73　概要　富士見町商業振興条例
	74　新旧対照表　富士見町商業振興条例
	83　概要　富士見町工業振興条例
	84　新旧対照表　富士見町工業振興条例
	93　概要　富士見町体育施設等の設置及び管理に関する条例
	94　新旧対照表　富士見町体育施設等の設置及び管理に関する条例
	103　概要　富士見町消防団員等公務災害補償条例
	104　新旧対照表　富士見町消防団員等公務災害補償条例
	113　概要　長野県町村公平委員会共同設置規約
	114　新旧対照表　長野県町村公平委員会共同設置規約
	123　概要　町道の路線の一部廃止
	124　説明資料　町道の路線の一部廃止
	125　見取図　町道の路線の一部廃止
	126　路線詳細図　町道の路線の一部廃止
	127　公図　町道の路線の一部廃止



